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序　　　　文序　　　　文序　　　　文序　　　　文序　　　　文

　天然資源に恵まれないジョルダン・ハシェミット王国においては、人的資源が唯一の資源であ

り、その開発のため、建国以来教育分野への投資に力を注いでいます。

　情報分野は、その重要性から、国家計画である五か年計画の中で初めて独立した章として構成

される予定であり、また、1991年１月に発表された「National Science and Technology

Policy」では「情報」が、４つの政策・戦略項目の１つとしてあげられています。

　今回新規案件を要請越した王立科学院（ＲＳＳ）コンピュータ訓練研究センター（Computer

Technology, Training and Industrial Studies Center＝ＣＴＴＩＳＣ）に対しては、1990

年６月から1994年６月まで「コンピュータ訓練研究センター」プロジェクトを実施しており、右

は成功裡に終了し、現在、アラブ地域において唯一ＩＴの長期研修を実施し得る期間として周辺

諸国からも評価されています。

　今回の要請は、メインフレームを中心とした前回のプロジェクトの経験を生かしつつ、現在、

世界で主流となっているクライアントサーバー方式による最新技術に関する長期研修を実施する

技術を移転することを目的としています。

　我が国はこの要請に応え、1997年12月に基礎調査団を派遣し、本件の要請の背景、内容及び妥

当性を確認しました。1999年４月には事前調査団及び短期調査員を派遣し、技術移転分野及び技

術移転項目を絞り込むとともに、プロジェクトの基本計画及び投入計画について協議し、確認・

合意できた事項について議事録（Minutes of Discussions）に取りまとめ、署名・交換を行い

ました。

　上記調査の結果を踏まえ、本実施協議調査団においては、Ｒ／Ｄの内容を確認し署名を行いま

した。

　本報告書は、同調査団の調査結果を取りまとめたものです。

　ここに、本調査の実施に関し、ご協力いただいた日本・ジョルダン両国の関係各位に対し深甚

の謝意を表すとともに、あわせて今後のご支援をお願いする次第です。

1999年８月

国際協力事業団国際協力事業団国際協力事業団国際協力事業団国際協力事業団
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第１章　実施協議調査団の派遣第１章　実施協議調査団の派遣第１章　実施協議調査団の派遣第１章　実施協議調査団の派遣第１章　実施協議調査団の派遣

１－１　調査団派遣の経緯と目的１－１　調査団派遣の経緯と目的１－１　調査団派遣の経緯と目的１－１　調査団派遣の経緯と目的１－１　調査団派遣の経緯と目的

　ジョルダン・ハシェミット王国は天然資源に恵まれておらず、人的資源が数少ない資源である

ことから、人材育成に力を注いでおり、特に他国との差別化を図るため、科学技術、情報分野の

強化をめざし、過去累次の国家開発計画及び現在策定中の国家開発計画（1999年～2003年）にお

いても、同分野の人材の育成は基本方針の中の一つとして位置づけられている。

　かかる状況下、ジョルダンは1988年７月、我が国に対し、大型コンピュータによる情報処理技

術者の育成を目的として、プロジェクト方式技術協力を要請越し、これに対し我が国は王立科学

院（ＲＳＳ）内のコンピュータ技術・訓練・産業研究センター（ＣＴＴＩＳＣ）において「コン

ピュータ訓練研究センター」プロジェクト（1990年６月～1994年６月）を実施し、同プロジェク

トは成功裏に終了した。

　その後、右協力の成果をも踏まえ、我が国の協力により、1993年度から５年間、さらに1998年

度から３年間、ＣＴＴＩＳＣにおいてアラブ諸国を対象とした第三国研修「システムエンジニ

ア」が実施されており、センターの技術力は周辺国からも高く評価されている。

　しかしながら、情報処理分野における技術革新はめざましく、クライアントサーバー（Ｃ／Ｓ）

システムが技術の主流となったところ、同システムに対応するため、ＣＴＴＩＳＣの機能強化を

目的として、1997年８月にプロジェクト方式技術協力を新たに要請越した。

　これに対し、我が国は、1997年12月に基礎調査団を派遣し、プロジェクトの要請背景、国家開

発計画等における位置づけ、プロジェクトの対象分野及び先方の実施体制を調査することによ

り、協力の妥当性を確認した。1999年４月には、事前調査団及び短期調査員を派遣し、基礎調査

の調査結果を再確認した上で、日本側の国内支援体制や現行のカウンターパート（Ｃ／Ｐ）の技

術力も勘案し、技術移転分野及び技術移転項目を絞り込むとともに、プロジェクトの基本計画及

び投入計画について、ジョルダン側と協議し、その結果をミニッツとして取りまとめ、署名・交

換した。

　上記調査の結果を踏まえ、本調査においては、Ｒ／Ｄの内容を確認し署名を行う。

　また、既に作成済みの技術協力計画（ＴＣＰ)、ＰＤＭ等（各々案）について再検討し、更に

年次活動計画（ＡＰＯ）を作成することにより、具体的な技術協力の内容やスケジュールを確認

するとともに、協力開始までに整理すべき懸案・検討事項についても協議し、合意事項等をミ

ニッツに取りまとめ、署名を行う。
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１－２　主要調査項目１－２　主要調査項目１－２　主要調査項目１－２　主要調査項目１－２　主要調査項目

(１) 討議議事録（Record of Discussions＝Ｒ／Ｄ）内容確認

(２) 計画管理表の確定

１) プロジェクト・デザイン・マトリックス（ＰＤＭ）

２) 技術協力計画（ＴＣＰ）

３) 年次技術協力計画（ＡＴＣＰ）

４) 活動計画（ＰＯ）

５) 年次活動計画（ＡＰＯ）

６) 暫定実施計画（ＴＳＩ）

７) 年次暫定実施計画（ＡＴＳＩ）

(３) モニタリング・評価に関する協議

(４) 国家開発計画との整合性及び情報処理分野の現状

(５) 供与機材現地調達促進業務

(６) 各種共通フォーマットの作成・確認

(７) Ａ１、Ａ２ Ａ３、Ａ４フォームのアドバンスコピーの取得

１－３　調査団員１－３　調査団員１－３　調査団員１－３　調査団員１－３　調査団員

(１) 実施協議調査団

　氏　名 　担当業務 　　　　　　　　所　　　　属

佐野　美則 総括 国際協力事業団　専門技術嘱託

奥西かおり 技術協力計画 通商産業省　通商政策局　中東アフリカ室　

飯島　信正 研修計画 国際協力事業団　総務部　特任参事

河野　方美 技術移転計画 (財）国際情報化協力センター（ＣＩＣＣ）理事

池田　　稔 ＩＴ技術 (財）国際情報化協力センター（ＣＩＣＣ）アドバイザー

水野　　誠 機材計画 (財）国際情報化協力センター（ＣＩＣＣ）アドバイザー

岡田　鉄太 協力企画 国際協力事業団　鉱工業開発協力部

鉱工業開発協力第一課　特別嘱託

(２) 機材計画調査

　氏　名 　担当業務 　　　　　　　　所　　　　属

緑川　肇 コンサルタント (財）日本国際協力システム（ＪＩＣＳ）

（機材計画） 業務第１部機材計画課
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１－４　調査日程１－４　調査日程１－４　調査日程１－４　調査日程１－４　調査日程

注：ジョルダン休日及び祭日　　　　　　　　　　　　　　　　　水曜日、木曜日及び金曜日
　　在ジョルダン日本国大使館及びＪＩＣＡ事務所休日及び祭日　水曜日、金曜日及び土曜日

日順
1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

月日
8月5日

8月6日

8月7日

8月8日

8月9日

8月10日

8月11日

8月12日

8月13日

8月14日

8月15日

8月16日

8月17日

曜日
木

金

土

日

月

火

水

木

金

土

日

月

火

団長、技術協力計画、研修計画、
技術移転計画、ＩＴ技術

11:25　成田発（NH205）
16:40　パリ着

13:15　パリ発（AF672）
20:10　アンマン着

午後  コンピュータベンダー視察
(ＣＥＢ）

終日  コンピュータベンダー視察
(Comcent、Ideal、ＳＴＳ、
ＣＣＳ）

終日  コンピュータベンダー信用
調査取りまとめ

18:00 ＪＩＣＡジョルダン事務所
打合せ
(コンピュータベンダーの
選定）

終日 見積条件、契約条件（案）
の作成

18:00 ＪＩＣＡジョルダン事務所
打合せ
(見積条件、契約条件）

終日 予定価格の積算
現地調達申請書類作成

11:00 予定価格、現地調達申請に
関する打合せ（ＪＩＣＡ
ジョルダン事務所）

午後 資料整理

09:30　王立科学院（ＲＳＳ）表敬
10:30 ＣＴＴＩＳＣとの協議（３）（Ｒ／Ｄ案）
午後 ＣＴＴＩＳＣとの協議（４）（Minutes案）

終日 ＣＴＴＩＳＣとの協議（５）（ＰＤＭ案）

休日 資料整理

休日 資料整理

休日 資料整理

午前 ＣＴＴＩＳＣとの協議（６）（Ｒ／Ｄ最終確認）
午後 ＣＴＴＩＳＣとの協議（７）（ミニッツ最終確認）

12:00　Ｒ／Ｄ、ミニッツ署名
13:45　計画省表敬・報告
16:00　在ジョルダン日本国大使館報告
17:00　ＪＩＣＡ事務所報告
07:25　アンマン発
11:50　パリ着
20:00　パリ発（NH206）
14:25　成田着

日　　　　　程

機材計画、協力企画　　 　　　　　　機材計画調査員

11:25　成田発（NH205）
16:40　パリ着
12:30　パリ発（RJ116）
18:00　アンマン着
午前  ＣＴＴＩＳＣ表敬

 ＣＴＴＩＳＣとの協議（1）（機材の仕様案）
午後  情報処理分野の現状

終日  ＣＴＴＩＳＣとの協議（2）
 (ＡＰＯ、ＡＴＣＰ、
 ＡＴＳＩ、共通フォーマット）

09:00　ＪＩＣＡジョルダン事務所打合せ（契約締結準備事前打合せ）
10:00　ＪＩＣＡジョルダン事務所　契約締結準備業務
　　　　（コンピュータベンダーからの情報収集）
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１－５　主要面談者１－５　主要面談者１－５　主要面談者１－５　主要面談者１－５　主要面談者

＜ジョルダン側＞

(１) 計画省（Ministry of Planning）

Mr. Salem O. Ghawi Assistant Secretary General  International cooperation

Dr. Nael Al-hajaj Director Multilateral Cooperation

(２) 科学技術高等審議会（Higher Council for Science and Technology）

Mr. Esam Mustafa

(３) 国家情報センター（National Information Center）

Mr. Fadel Sweidan Director, Technical Services

(４) 工業会議所（Chamber of Industry）

Ms. Abeer Al Fawaeer

Mr. Yasin Shahzada

(５) ジョルダンコンピュータ協会（Jordan Computer Society）

Mr. Karim Kahwar President

(６) 王立科学院（Royal Scientific Society）

Dr. Said Alloush President Royal Scientific Society

Mr. Nabih M. Nabhani Public Relations

(７) コンピュータ技術・訓練・産業研究センター（Computer Technology, Training and

Industrial Studies Centre）

Dr. Saqer Abdel-Rahim Director

Mr. Samir Al Qutub Head, Advanced Training Division

Mrs. Sirin Said Hasan Acting Head of Implementation and Follow-up Section

Mr. Khalid Abu Hilal Head, Technical Support and Maintenance Unit

Mr. Burhandeen A.Daghestani Consultant, Senior System Analyst Analysis and

Programming Manager
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(８) Computer & Communications Systems

Mr. Lutfic Baiday Sales Manager

Computer & Engineering Bureau

Mr. Mohammad Abu Salim Account Manager

Ideal Systems Co.

Mr. Mohammad Baraleat Marketing & Communications Manager

Specialized Technical Services

Mr. Amjad Rahhal Division Manager

＜日本側＞

(１) 日本国大使館

松本　紘一 大使

中澤　忠輝 二等書記官

(２) ＪＩＣＡジョルダン事務所

蔵方　宏 次長

岩井　雅明 所員

Mr. Hani H. Alkurdi Program Officer
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第２章　調査結果の概要第２章　調査結果の概要第２章　調査結果の概要第２章　調査結果の概要第２章　調査結果の概要

(１) 国家開発計画

　ジョルダンが策定を進めている経済社会開発５か年計画については、承認の最終段階

にきており、1999年末から計画が実施される予定である。その計画の中で、情報科学の

振興が最重要課題の一つとしてあげられていることを確認した。

(２) プロジェクトの名称

　日本語名　情報処理技術向上プロジェクト

　英 語 名　Information Technology Upgrading Project

(３) プロジェクトの実施機関

　コンピュータ技術・訓練・産業研究センター（ＣＴＴＩＳＣ）

(４) プロジェクトの責任者

１) 総括責任者　王立科学院（Royal Scientific Society：ＲＳＳ）総裁

２) 実施責任者　コンピュータ技術・訓練・産業研究センター所長

(５) プロジェクトの開始時期及び期間

　1999年12月１日から３年間

(６) プロジェクトの基本計画

１) 協議結果

ａ) 上位目標

　Ｃ／Ｓシステム分野の研修コースがコンピュータ技術・訓練・産業研究センターに

よってアラブ諸国に提供される。

ｂ) プロジェクトの目標

　コンピュータ技術・訓練・産業研究センターによって提供される、Ｃ／Ｓシステム

分野の技術サービスが向上する。

ｃ) プロジェクトの成果

０　プロジェクトの運営管理体制が強化される。

１　必要な機材が供与、据え付け、運転、保守される。

２　Ｃ／Ｐの技術が向上する。
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３　Ｃ／Ｓシステム分野の研修コースが実施される。

４　Ｃ／Ｓシステム分野のソフトウェア開発が強化される。

２) 協議の経緯

　対処方針の（案１）及び（案２）を提案したところ、ジョルダン側より以下の（Ａ）

及び（Ｂ）の理由から以下の先方案とすることを強く要望された。

（案１）プロジェクト目標　　：ＣＴＴＩＳＣによって提供される、Ｃ／Ｓシステム

分野の研修コースが改善される。

　　　　成果４　　　：なし

（案２）プロジェクト目標　　：ＣＴＴＩＳＣによって提供される、Ｃ／Ｓシステム

分野の技術サービスが向上する。

　　　　成果４　　　：新しい技術がセミナーや出版物によって紹介される。

　　　　を提案したところ、

（先方案）プロジェクトの目標：ＣＴＴＩＳＣによって提供される、Ｃ／Ｓシステム

分野の技術サービスが向上する。

　　　　成果４　　　：Ｃ／Ｓシステム分野のソフトウェア開発が強化される。

とすることを以下の理由により強く要求された。

（Ａ）ＣＴＴＩＳＣは、研修事業及びソフトウェア開発事業をＣＴＴＩＳＣの重要な業

務の柱としてとらえており、国家情報システム（ＮＩＳ）に沿ってＣＴＴＩＳＣがソ

フトウェア開発に力を入れていくことを内外にアピールしたいこと。

（Ｂ）ＣＴＴＩＳＣとしては、事前調査時に確認した技術移転分野に沿って日本側専門

家によるＣ／Ｐ訓練が行われれば、自主的にソフトウェア開発の実施が行え、実績を

上げることができること。

　我が方としては、

　上記（Ａ）については、ジョルダン側が政策的アピールを強調することを理解でき

ること、

及び

　上記（Ｂ）については、目標及び成果に係る上記修正にもかかわらず日本側からの

技術移転分野及び投入には変更は生じないこと、

　から上記修正を行うことは問題ないと考え、外務省及び本部の了解のもとに、上記

のプロジェクト目標及び成果に変更することでジョルダン側と合意した。
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(７) 長期専門家及び各専門家の技術協力分野

１) 長期専門家３名

チーフアドバイザー

業務調整

Ｃ／Ｓシステム

２）短期専門家

　1999年度は０名、2000年度は各分野１名とし計６名を派遣予定。

(８) 研修員の受入れ

　研修員の受入は年間０～２名。

プロジェクトの運営管理に携わる２名のＣ／Ｐをプロジェクトの開始前に視察型の研修

に２週間程度受け入れる予定であり、当方としては、プロジェクトマネージャーのDr.

SaqerとアシスタントプロジェクトマネージャーのMr. Samirの受入れを示唆したところ、

本プロジェクトのプロジェクトマネージャーであるDr. Saqerより、ＲＳＳ副総裁のDr.

Safeddin Muazを以下の理由により、推薦したいとの要請があった。

１）プロジェクトディレクターのＲＳＳ総裁の業務を代行している。

２）副総裁は、ＲＳＳにおけるプロジェクトコミッティーの議長である。

３）現ＲＳＳ総裁は、コンピューター訓練研究センタープロジェクト（1990年～1994年）

の際、副総裁の立場で日本で研修を受けており、このことは、フェーズⅠプロジェクト

の円滑な運営に寄与した。

４）副総裁は、Civil Engineeringで博士号を取得しており、技術分野に明るい。

　本調査団としては、同副総裁の運営管理の研修員としての受入れが、プロジェクトの

円滑な推進上必要不可欠と判断し、Ａ２Ａ３フォームのアドバンスコピーを取り付け

た。

(９) 機材供与

　今次調査においては、1999年12月の協力開始にあわせた円滑な機材調達を実現するた

めに、機材計画調査員を同時期に派遣し、現地調達補助業務を実施した。本プロジェク

トは、協力の初年度に、すべての機材を一括現地調達する計画であり、サーバー、パー

ソナルコンピュータ、ソフトウェア、プレゼンテーション機器及びネットワーク機器を

供与予定機材として合意した。

　なお、供与機材についてジョルダン側と協議・再確認したところ、UNIXサーバーの付

属品であるInternal HDを６個から12個にすることにより、管理可能なデータ容量を拡
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大したいとの要望がなされたが、その理由は以下のとおりである。

１）データベースの記憶容量を増加・拡大することにより、技術移転及び研修コースの

内容をよりプラクティカルなものにしたい。

２）追加調達のハードディスクは、データのバックアップ処理のために使い、リスク分

散の対応をしたい。

３）データのバックアップ処理、リスク分散対応の内容を組み込んだ技術移転及び研修

コースを実施したい。

　上記１）～３）は、３年間にわたる技術移転及び研修コースの効果的実施に必要不可

欠なものであると判断し、ジョルダン側の要望に合意した。
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第３章　対処方針及び調査結果第３章　対処方針及び調査結果第３章　対処方針及び調査結果第３章　対処方針及び調査結果第３章　対処方針及び調査結果

１　全般

２　対象セクター（情
報処理分野）の現状

(１）国家開発計画
(経済社会開発５
か年計画）

(２）ＮＩＳ
(National
Information
System）

(３）情報処理産業
１）総合企業

・今次調査においては、２度にわた
る調査結果を踏まえ、日本側が協
力する内容、範囲、責任分担等に
ついて、先方実施機関と協議を行
い、討議議事録（Ｒ／Ｄ）として
取りまとめ署名を行う。

・また、既に作成済みのプロジェ
クト・デザイン・マトリックス
（ＰＤＭ）をはじめとする計画管
理諸表について再検討するととも
に、その他協力開始までに整理す
べき懸案・検討事項についても協
議し合意事項等を協議議事録
（Ｍ／Ｄ）に取りまとめ、署名を
行うものである。

・ジョルダン政府が策定を進めてい
る経済社会開発５か年計画につい
て、計画省から、策定の最終段階
にあり数か月以内に決定される見
込みであり、｢情報化」はその中の
大事な柱の一つとして含まれる予
定である旨聴取し、ミニッツに記
載した。

　Higher Council for Science and
Technology（ＨＣＳＴ）からは、
この策定準備にあたって、ＨＣＳＴ
の下に設置した情報化に関する分
科会の検討結果を上程しており、
情報化が極めて大事な事項の一つ
として取り扱われているとの説明
があった。いずれにしても、国家
開発計画との整合性についての公
式文書による最終確認は、上記計
画の公表を待つ必要がある。

・1985年以来ジョルダン政府が国家情
報化政策（ＮＩＰ）として国家レベ
ルでの情報化システム（ＮＩＳ）の
推進、情報化人材の開発等につい
て力を入れており、これら活動の
推進とその連携の為の組織として
1993年に設立された国家情報セン
ター（ＮＩＣ）がコアとなって、
17の分野での官民合同による情報
化システムづくりを進めており、
データベース化やネットワークに
よる情報提供システム等の総合調
整を実施している。なお、1996年
８月にＮＩＣが発表した「ジョル
ダン情報政策・戦略」が、その諸
活動の基本となっている。

・人口が少ない（450万人）ので、購
買力が弱いこともあり、ハードの
製造を含む総合企業は、存在しな
い。

・下記以外の事項につ
いて協議の要が生じ
た場合は、基本的に
は前回までの調査の
対処方針及びミニッ
ツに基づき対応する
こととする。

・左記現状及び進捗状
況を確認し、ミニッ
ツに記載する。

・左記現状及び進捗状
況を確認し、ミニッ
ツに記載する。

・左記現状及び進捗状
況を確認し、ミニッ
ツに記載する。

・左記原則により対応
した。

・左記現状に変更はな
い。

　進捗状況について
は、国家開発計画の
承認が最終段階にき
ており、1999年末か
ら計画が実施される
予定である。その計
画の中で、情報科学
の振興が最重要施策
の一つとしてあげら
れていることを確認
した。

　また、将来的にジョ
ルダンに中東のシリ
コンバレーをつくる
構想がある。

・左記現状及び進捗状
況に変更のないこと
を確認した。

・左記現状に変更のな
いことを確認した。

調査項目 過去２回の調査結果、現状及び問題点 対処方針 調査結果



－11－

調査項目 過去２回の調査結果、現状及び問題点 対処方針 調査結果

　２）販売会社

　３）業界団体

(４）情報処理教育

　１）大学

　２）短期大学

・事前調査時に、アンマン市内の大
手ベンダー数社を訪問し、これら
の販売会社は、コンサルティン
グ、設計、開発、導入、サポート
（メンテナンス、教育）等、トー
タルなサービスを提供しており、
機材の現地調達を行う際に大きな
問題はないと判断された。

・訪問した大手販売会社は以下の通
り。

１　Specialized Technical
　Services（ＳＴＳ）
２　Computer &
　Engineering Bureau（ＣＥＢ）
３　Ideal Group
４　Comcent Trading &
　Contracting Co.

・ジョルダン　コンピュータ　協会
（ＪＣＳ）
１　会長　Ideal Group　社長
２　個人会員数　1,200人
３　加盟企業数　75社

　なお、ＪＣＳは学会としての性格
が強く、いわゆる工業会とは異な
り、それ以外にも工業会は、存在し
ていない。
　産業界との関係を強化するため
に、ＪＣＳを合同調整委員会のメン
バーとする方針をＣＴＴＩＳＣと協
議確認したうえで、ＪＣＳに合同調
整委員会について説明し、理解を得
た。

・大学と短期大学をあわせた、現在
の情報処理関係学科の卒業生を年
間約2000人程度輩出しているが、
コンピュータ関連のエンジニアの
質的量的なニーズはジョルダン国
内だけでなく、周辺アラブ諸国に
おいても増加傾向にあり、さらな
る教育の充実が求められているこ
とを確認した。

１　コンピュータ科学の授業の実施
(１）学校数
　１）公立大学　６／８校
　２）私立大学　10／12校

(含む王立科学院＝ＲＳＳ傘下
のプリンセス・スマヤ技術大
学＝ＰＳＵＣＴ）

(２）学生数
　１)、２）合計約2,250人が在籍

２　内容
・いわゆるコンピュータ教育であ
り、ＣＴＴＩＳＣが実施している
ようなシステム・エンジニアの育
成、ソフトウェアの開発といった総
合的かつ統合的な教育は未実施。

１　コンピュータ教育の実施
(１）学校数　29／48校
(２）学生数　約2800人

・左記現状及び進捗状
況を確認し、ミニッ
ツに記載する。

・Ｒ／Ｄ及びミニッツ
署名式に同席を依頼
するとともに、時間
に余裕があれば、再
度意見交換を行う。

・可 能 で あ れ ば 、
ＣＴＴＩＳＣとＪＣＳ
の関係について聴取
し、要すれば、その
結果をミニッツに記
載する。

・左記現状を再確認
し、要すればミニッ
ツに記載する。

・左記現状を再確認
し、要すればミニッ
ツに記載する。

・左記現状を再確認
し、要すればミニッ
ツに記載する。

・左記現状を再確認
し、要すればミニッ
ツに記載する。

・左記現状に変更のな
いことを確認した。

・Ｒ／Ｄ及びミニッツ
署名式に同席を依頼
し出席していただく
とともに、前回の調
査結果に変更のない
ことを確認した。

・ＪＣＳはコンピュー
タに関する様々な情
報提供を行ってお
り、ＣＴＴＩＳＣの
幹部はＪＣＳの会員
となっている。

・左記現状に変更のな
いことを確認した。

・左記現状を再確認し
たところ、今回の聴
取では、学生数は増
加し、現在約4,000人
が在籍している由で
ある。

・左記現状に変更のな
いことを確認した。

・左記現状に変更のな
いことを確認した。
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調査項目 過去２回の調査結果、現状及び問題点 対処方針 調査結果

　２）短期大学
　　（続き）

　３）中等教育
　　（11～12年生）

　４）民間のコン
　　ピュータ学校

(５）情報処理要員

２　内容
・基礎学力が不足していることが多
く情報処理技術者の供給源として
は限界がある。

１　学校数
　約1,330校
２　生徒数
　約20万名
３　コンピュータ教育の実施
（１）公立学校　約50％
（２）私立学校　約75％

１　現状
・主にベンダーの活動の一環とし
て、ソフトウェアの使用法等を教
授することを目的として運営。

２　内容
・主としてディーラーのユーザー支
援等の活動を基本として展開して
いるが、その内容は基礎的なソフ
トェアの使用法もしくは認定試験
に対する研修であり、幅広く高度
な情報処理技術に関して長期の訓
練を実施しているＣＴＴＩＳＣと
は性格が異なる。

・事前調査によれば、ジョルダン国
内の情報処理要員、ニーズは以下
のとおり。

１　人数
　約6,800名
　年間500～600人ずつ増加している。

２　現状と課題
・コンピュータエンジニアやシステ
ムアナリストといった高度なスキ
ルを要求される人材が不足してい
る一方で、データエントリといっ
たスキルを要求されない人材は余
剰となっている。

・基礎調査によれば、一般的なエン
ジニアの失業率が約８％であるの
に対し、コンピュータ関連のエン
ジニアの失業率はほぼ０％とのこ
とであり、この点から当該分野の
要員のニーズは高いと類推され
る。

　ＮＩＣの発行する「Jordans In-
formation Polices& Strategres」
（1998）によれば次のとおり。

(１）公共セクター
・情報分野の研修に関しては、ニー
ズの高いものから順に以下のよう
になっている。

１ Relational Database（技術者向け）
２ System Analysis（技術者向け）
３ Introduction Computers（一般ユー
ザー向け）

４ Indexing & Documentation（ド
キュメンタリスト向け）

５ Communication Networks（技術
者向け）

・左記現状を再確認
し、要すればミニッ
ツに記載する。

・左記現状を再確認
し、要すればミニッ
ツに記載する。

・左記現状を再確認
し、要すればミニッ
ツに記載する。

・左記現状を聴取し、
要すればその結果を
ミニッツに記載す
る。

・左記現状を聴取し、
要すればその結果を
ミニッツに記載す
る。

・左記研修の内容を確
認したうえで、ニー
ズの現状を聴取し、
要すれば、その結果
をミニッツに記載す
る。

・左記現状に変更のな
いことを確認した。

・左記現状に変更のな
いことを確認した。

・左記現状を再確認し
たところ、今回の聴
取では、情報処理要
員は現在約8,000名に
増加しているとの由
である。

・左記現状に変更のな
いことを確認した。

・左記現状に変更のな
いことを確認した。

・左記研修の内容を確
認した結果は、以下
のとおり。なお、
ニーズについては、
変更のないことを聴
取した。

１は、データベースの
作成、変更、追加及
び削除の方法。
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調査項目 過去２回の調査結果、現状及び問題点 対処方針 調査結果

(５）情報処理要員
　（続き）

(６）関連機関
１）国家情報セン
　ター
(National Infor-
mation Centre
(ＮＩＣ））

２）プリンセス・
　スマヤ技術大学
Princess Sumaya
University Col-
lege for Tech-
nology
（ＰＳＵＣＴ）

（２）民間セクター
・情報分野の研修に関しては、ニー
ズの高いものから順に以下のよう
になっている。

1　Design and Programming of
Relational Database　（技術者
向け）

2　Filing & Archiving（ドキュメ
ンタリスト向け）

3　Cataloging & Documentation
（ドキュメンタリスト向け）
4　Electronic Spreadsheets（一般
ユーザー向け）

5　Electronic Computer Aided
Drafting/Design

 （その他ユーザー向け）

（３）アラビア語対応
・各コンピュータ（主にミッドレン
ジ及びメインフレーム）のアラビ
ア語対応に互換性がないことが、
各セクターのシステムの相互接続
に支障をきたしており、ＮＩＳを
推進するためには、標準化が急務
である。

・基礎調査において、1993年に設立
され、ジョルダンにおける情報シ
ステムの開発と管理の責任を担っ
ており、その目的は、以下のとお
りと確認されている。

１　国家レベルでの総合的情報シス
テムの構築、管理。

２　様々な情報源を確認すること。
３　情報の貯蓄方法を発展させるこ
と。

・現在年間10～12回実施の公共セク
ターを対象としたＩＴ研修の８割
をＣＴＴＩＳＣに委託して実施し
ている。

・1987年に、Community College of
Computerとして元来設立された。
1991年にPSUCTとなり、コンピュー
タ科学と電子エンジニアのコース
を提供している。

・コンピュータ科学のコースは
ＣＴＴＩＳＣの講師から講義を受
けると同時に、ＣＴＴＩＳＣの施
設を使用することが可能である。
また、ＣＴＴＩＳＣはＰＳＵＣＴの
優秀な卒業生の中から、そのス
タッフを採用している。

・学生数1,025人のうち、約60％がコ
ンピュータ科学を、約40％が電子
エンジニアを専攻している。

・左記研修の内容を確
認したうえで、ニー
ズの現状を聴取し、
要すれば、その結果
をミニッツに記載す
る。

・左記問題について現
状を聴取し、要すれ
ば、その結果をミ
ニッツに記載する。

・左記現状を再確認す
るとともに、ＮＩＣ
から委託されている
ＩＴ研修の内容、時
期、期間について確
認し、要すればミ
ニッツに記載する。

・左記現状を再確認
し、要すればミニッ
ツに記載する。

２は、システム導入の
ための分析手順。

３は、一般ユーザー向
けコンピュータの取
り扱い方法。

４は、書類の管理方
法。

５は、システムネット
ワーク接続方法。

・左記研修の内容を確
認した結果は、以下
のとおり。なお、
ニーズについては、
変更のないことを聴
取した。

１は、データベースの
作成、変更、追加及
び削除の方法。

２、３は、書類の管理
方法。

４、５は、一般ユー
ザー向けコンピュー
タの取り扱い方法。

・左記問題について現
状を聴取したとこ
ろ、ＮＩＳを推進す
るためには、アラビ
ア語対応の互換性、
標準化が急務である
ことを確認した。

・左記現状を再確認す
るとともに、ＮＩＣ
から委託されている
ＩＴ研修は、短期の
研修コースで、その
内容、時期について
は、ＮＩＣの要請に
応じて実施している
ことを聴取した。

・左記現状に変更のな
いことを確認した。



－14－

調査項目 過去２回の調査結果、現状及び問題点 対処方針 調査結果

２）プリンセス・
スマヤ技術大学
（続き）

(７）当該セクターへ
の援助
( ＣＴＴＩＳＣに対
するものを除く）

３　協力案件の概要
(１）プロジェクトの
　名称

(２）プロジェクトの
　内容
１）プロジェクトの
　基本計画

ａ）上位目標

・昨年の入学生数は205人であり、う
ち125人がコンピュータ科学のコー
スに入学した。

・卒業生の30～40％はサウディ・ア
ラビア、カタル等の湾岸諸国にお
いて就職している。

１　ドイツ技術協力公社（ＧＴＺ）
(１）期間　（1 9 9 9年～2 0 0 1年）
フェーズ
(２）予算　　US$1,200,000
(３）内容
　ＮＩＳ（National Information
System）の確立のためのＧＴＺによ
る支援は、「Promotion of NIS」と
いう合意に基づき、1993年のＮＩＣ
設立以来実施されており、右合意は
３年ごとに更新延長されている。専
門家の派遣、機材の供与、研修を実
施している。

２　世銀（World Bank）
(１）期間　1996年（１年間）
(２）予算　US$100,000
(３）内容
・ＮＩＣの「Jordan's Information
Policies & Strategies」の出版。

（和）「情報処理技術向上プロジェ
　　　　クト」
（英）「Information Technology
　　　　Upgrading Project」

・ジョルダン側と協議の上、プロ
ジェクトの基本計画をプロジェクト・
デザイン・マトリックス（ＰＤＭ）
として、作成した。

・Ｃ／Ｓシステム分野の研修コース
がＣＴＴＩＳＣによってアラブ諸
国に提供される。

・左記現状を確認する
とともに、可能であ
れば、その詳細の情
報をＮＩＣから入手
する。

・左記を再確認し、
Ｒ／Ｄ及びミニッツ
に記載する。

・左記に変更のないこ
とを再確認し、Ｒ／Ｄ
（マスタープラン）及
びミニッツ（ＰＤＭ）
に記載する。

・左記ＧＴＺの協力を
確認したところ、
フェーズ３における
専門家の派遣、機材
の供与、研修の予定
が以下のとおりであ
ることを確認した。

専門家
　ローカルエキスパート
　　　　　　　　20名
　短期専門家　　15名

機材供与
サーバ及びネット
ワーク機器

研修
国内研修  360M/M　
海外研修　 14M/M
セミナー　 30M/M
　　　

・左記を再確認し、
Ｒ／Ｄ及びミニッツ
に記載した。

・ジョルダン側と協議
のうえ、プロジェク
トの基本計画を作成
し、その結果をＲ／Ｄ
及びミニッツに記載
した。

・左記に変更のないこ
とを再確認し、Ｒ／Ｄ
（マスタープラン）及
びミニッツ（ＰＤＭ）
に記載した。
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調査項目 過去２回の調査結果、現状及び問題点 対処方針 調査結果

ｂ）プロジェクト
　目標

ｃ）成果

・ＣＴＴＩＳＣによって提供され
る、Ｃ／Ｓシステム分野の技術
サービスが向上する。

０　プロジェクトの運営体制が強化
される。

１　必要な機材が供与、据え付け、
運転、保守される。

２　Ｃ／Ｐの技術力が向上する。
３　Ｃ／Ｓシステム分野の研修コー
スが実施される。

４　Ｃ／Ｓシステム分野のコンサル
タント業務及びソフトウェア開発
が実施される。

・ｂ）プロジェクトの
目標及びｃ）成果に
ついては次の２案に
よりジョルダン側と
協議決定のうえ、結
果をＲ／Ｄ及びミ
ニッツに記載する。

（案１）
プロジェクト目標
・ＣＴＴＩＳＣによって
提供される、Ｃ／Ｓシ
ステム分野の研修
コースが改善され
る。

成果
０　プロジェクトの運
営体制が強化され
る。

１　必要な機材が供
与、据え付け、運
転、保守される。

２　Ｃ／Ｐの技術力が
向上する。

３　Ｃ／Ｓシステム分
野の研修コースが実
施される。

（案２）
プロジェクト目標
・ＣＴＴＩＳＣによっ
て提供される、Ｃ／Ｓ
システム分野の技術
サービスが向上す
る。

成果
０　プロジェクトの運
営体制が強化され
る。

１　必要な機材が供
与、据え付け、運
転、保守される。

２　Ｃ／Ｐの技術力が
向上する。

３　Ｃ／Ｓシステム分
野の研修コースが実
施される。

４　新しい技術がセミ
ナーや出版物によっ
て紹介される。

・対処方針の（案１）
及び（案２）を提案
したところ、ジョル
ダン側より以下の
（Ａ）及び（Ｂ）の理由
から、プロジェクトの目
標を、｢ＣＴＴＩＳＣ」
によって提供され
る、Ｃ／Ｓシステム
分野の技術サービス
が向上する」とするこ
と、また、成果５を
「Ｃ／Ｓシステム分
野のソフトウェア開
発が強化される」と
することを強く要望
された。

（Ａ）ＣＴＴＩＳＣ
は、研修事業及びソ
フトウェア開発事業
をＣＴＴＩＳＣの重
要な業務の柱として
とらえており、国家情
報システム（ＮＩＳ）
に沿ってＣＴＴＩＳＣ
がソフトウェア開発
に力を入れていくこ
とを内外にアピール
したいとしているこ
と。

（Ｂ）ＣＴＴＩＳＣと
しては、事前調査時
に確認した技術移転
分野に沿って日本側
専門家によるＣ／Ｐ
訓練が行われれば、
自主的にソフトウェ
ア開発の実施が行
え、実績を上げるこ
とができるとしてい
ること。

・我が方としては、上
記（Ａ）について
は、ジョルダン側が
政策的アピールを強
調することを理解で
きること。一方、上
記（Ｂ）について
は、目標及び成果に
係る修正にもかかわ
らず、日本側からの
技術移転分野及び投
入には変更は生じな
いことから、上記修
正を行うことは問題
ないと判断し、外務
省及び本部の了解の
もとに、以下のプロ
ジェクト目標及び成
果に変更することで
ジョルダン側と合意
し、その結果をＲ／Ｄ
及びミニッツに記載
した。
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調査項目 過去２回の調査結果、現状及び問題点 対処方針 調査結果

ｃ）成果（続き）

ｄ）活動

２）技術移転の内容
ａ）技術移転分野

・成果に対する活動内容について十
分協議する時間がなかったため、
暫定的な案として活動を仮に設定
し、その結果をミニッツに記載し
た。

・ジョルダン側の要請に基づき、事
前調査において協議した結果、技
術移転分野を以下のとおりとし
た。

１　C/S Operating System
２　C/S Database System Devel-
opment

３　Advanced Networking
４　Internet and Web Computing
５　C/S System Analysis, 　De-
sign and Management

６　Multimedia

・（案１）事前調査時
の成果の４の内容に
ついては具体的な技
術移転の対象としな
いことから、プロ
ジェクトの成果とい
うよりはむしろ、プ
ロジェクトのインパ
クトと位置づけられ
るものであることを
説明し、成果の４か
らはずすことを提案
する。また、それに
伴いプロジェクト目
標が、研修コースに
特化したものになる
ためプロジェクト目
標も変更する必要が
ある。

・（案２）ジョルダン
側が、プロジェクト
の目標として研修
コースの向上だけで
なく、ＣＴＴＩＳＣ
の技術サービスが向
上することを目標と
したいことを強調し
た場合、成果の４と
して「新しい技術が
セミナーや出版物に
よって紹介される」
を提案し、プロジェ
クト目標を事前調査
の表現に戻す。

・上記（案１）もしく
は（案２）の成果に
基づく具体的活動に
ついて協議し、その
結果をミニッツに記
載する。

・左記を再確認し、ミ
ニッツに記載する。

プロジェクト目標
・ＣＴＴＩＳＣによっ
て提供される、Ｃ／Ｓ
システム分野の技術
サービスが向上す
る。

成果
０　プロジェクトの運
営体制が強化され
る。

１　必要な機材が供
与、据え付け、運
転、保守される。

２　Ｃ／Ｐの技術力が
向上する。

３　Ｃ／Ｓシステム分
野の研修コースが実
施される。

４　Ｃ／Ｓシステム分
野のソフトウェア開
発が強化される。

・上述の成果４に基づ
く活動について以下
のとおり合意し、そ
の結果をミニッツに
記載した。

4-1　ソフトウェア開発
の依頼を受領し、審
査する。

4-2　依頼に基づき、ソ
フトウェア開発計画
を作成する。

4-3　ソフトウェアを開
発し、依頼元に導入
する。

4-4　開発されたソフ
トウェアを評価する。

・左記を再確認し、ミ
ニッツに記載した。
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調査項目 過去２回の調査結果、現状及び問題点 対処方針 調査結果

ｂ）技術移転項目

ｃ）技術移転の
　方法

・上記技術移転分野及びＣ／Ｐへの
インタビューに基づくレベル測定
を踏まえ、ジョルダン側が最終的
に取り下げたProject Management
を除き、基本的にすべての要請内
容を含むことで合意した。

・基礎調査では、フェーズⅠの「す
べてのＣ／Ｐに対し、すべての項
目について技術移転するのは効率
的ではない」との教訓に基づき、
各分野ごとにシニアとジュニアの
２人組のＣ／Ｐに技術移転するこ
と、すなわち、ＣＴＴＩＳＣの中
心的役割を担っている熟練Ｃ／Ｐ
と若手Ｃ／Ｐとの２名体制で日本
人（短期）専門家からの技術移転
をする計画で先方も合意してい
る。ただし、すべての基礎となる
C/S Operating Systemの分野につ
いては全Ｃ／Ｐが参加することで
合意し、ミニッツに記載した。

　また、ある分野のＣ／Ｐが他の分
野の技術移転に参加することにつ
いても、本来責任を分担する分野
での技術移転に支障がない限り可
能とすることとした。具体的な技
術移転の形態としては、講義及び
ケーススタディーによるサンプル
システムの分析・設計・開発とす
ることで合意している。

　なお、日本人専門家がＣＴＴＩＳＣ
の実際の研修コースにおいて直接
に研修生を訓練することはないこ
とを確認した。

・左記に変更のないこ
とを再確認し、ミ
ニッツに記載する。

・左記に変更のないこ
とを再確認するとと
もに、各技術項目ご
との移転の方法、使
用 教 材 及 び ス ケ
ジュールにつき、協
議し、下記（６）の
ＴＣＰ、ＡＴＣＰと
ともにその結果を、
ミニッツに記載す
る。

・左記に変更のないこ
とを再確認した。

・左記に基本的には変
更のないことを再確
認するとともに、各
技術項目ごとの移転
の方法、使用教材及
びスケジュールにつ
き、以下の内容につ
いて協議し、結果を
ミニッツに記載し、併
せてＴＣＰ、 ＡＴＣＰ
を協議のうえミニッ
ツに添付した。

１　具体的な技術移転
の方法として、講
義、実習、及びサン
プルシステムを用い
たワークショップの
３形態、これらの
フォローアップの形
態により行うことと
した。

２　プロジェクト開始
後の全Ｃ／Ｐを対象
としたC/S Operating
Systemの技術移転の
方法について協議し
たところ、1 7 名の
Ｃ／Ｐを13日間フル
タイムの技術移転に
費やすことは、ルー
ティーンワークに支
障をきたすので、技
術移転項目は必要最
低限のものに絞りた
いとの提案を受け
た。Ｃ／Ｐのアベラ
ビリティーと事前調
査時に調査したＣ／Ｐ
の技術レベルをもと
に、技術的に不足し
ているPC Server Ad-
ministration（ＮＴ）
の技術移転を重点的
に行い、既に技術を
保有しているUNIXの
技術移転の日数を削
減する こ と で 合 意
し、ＡＴＣＰに反映
させた。
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調査項目 過去２回の調査結果、現状及び問題点 対処方針 調査結果

ｃ）技術移転の
　方法（続き）

ｄ）技術移転内容
と開催される研
修コースの関係

　
３）ターゲット
 グループ

４）ターゲットエリア

・ジョルダン側と協議の上、左記表
をコースマトリックスとして作成
した。

・本プロジェクトの初期のターゲッ
トグループはＣ／Ｐであり、プロ
ジェクトが進捗するにつれ、公共
セクター、民間セクターのシステ
ムエンジニアもターゲットグルー
プになる。

・ジョルダン国内とするが、将来的
にプロジェクトの成果をアラブ地
域に普及させていくことをあらか
じめ想定してプロジェクトを推進
することがジョルダン側から強調
されるとともに、仮にそれに対す
る日本側の第三国研修が適用され
ない場合においても、Arab League
Educational, Cultural, and Scien-
tific Organization（ＡＬＥＣＳＯ）
や Islamic Educational, Sci-
entific and Cultural Organi-
zation（ＩＳＥＳＣＯ）等の国際
機関からの資金援助を得るなどし
てやっていかなければならないと
考えているとの説明を受けてい
る。

・上記を勘案した上で、広域技術協
力事業費について説明を行い、プ
ロジェクト協力期間終了前に広域
技術協力推進費の活用による域内
展開を考えることも一つの方法で
あることを説明し先方の理解を得
た。

・左記に変更のないこ
とを再確認し、ミ
ニッツに記載する。

・左記につき再確認
し、要すればミニッ
ツに記載する。

・左記を再確認し、ミ
ニッツに記載する。

・左記を再度説明し、
要すればミニッツに
記載する。

　その他の技術移転分
野については、２名～
４名のＣ／Ｐを対象
とした技術移転であ
り、集中的で効率的
な技術移転を実施す
るために、Ｃ／Ｐは
短期専門家派遣期間
中はフルタイムで技
術移転を受けること
とすることを申し入
れた。

３　ワークショップで
使用するサンプルシ
ステムについては、
日本側からの提供に
加え、ＲＳＳのサン
プルシステム（図書
館、会計等）を活用
することで合意し
た。

４　Ｃ／Ｐへの技術移
転用教材について
は、日本側が提供
し、研修コース用の
教材は、上記教材の
活用も含めてジョル
ダン側が準備するこ
とで合意した。

・左記に変更のないこ
とを再確認し、ミ
ニッツに記載した。

・左記につき再確認
し、ミニッツに記載
した。

・左記を再確認し、ミ
ニッツに記載した。

・左記を再度説明し、
理解を得た。
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調査項目 過去２回の調査結果、現状及び問題点 対処方針 調査結果

(３）運営体制
１）援助受入窓口

２）所管官庁

　

３）実施機関
ａ）名称

ｂ）設立の経緯

ｃ）組織

ｄ）人員配置

ｅ）予算措置

・計画省（Ministry of Planning）

・王立科学院（Royal Scientific
Society：ＲＳＳ）

・コンピュータ技術・訓練・産業研
究センター（Computer Technol-
ogy, Training and Industrial
Studies Centre：ＣＴＴＩＳＣ）

１　前身は、ＲＳＳのComputer Sys-
tems Departmentであり、1972年
に設立された。

２　1987年のNational Information
System（ＮＩＳ）の開始に伴い、
その技術面を支援するＲＳＳ傘下
のInformation & Computer Soft-
ware Centreとして改編された。

３　1992年6月にＲＳＳ傘下のEco-
nomic Research Centreの産業研
究分門が付設されて現在の組織と
なった。

・ＣＴＴＩＳＣの組織、人員体制を
確認し、ミニッツに記載した。

１　職員数 101名
(１）一般職員 95名
注：出向者1 2名（ＮＩＣ４名、
ＰＳＵＣＴ４名、他の関連機関
４名）を含む。

(２）その他 ６名
注：メッセンジャー４名、運転
手２名

(３）フェーズⅠのＣ／Ｐ
・3 1名中、ＲＳＳ内での異動等
を除き民間への転職は７名

　　　　　　（1JD=約200円）
1997年度　JD272,750（実績）
1998年度　JD281,150（実績）
1999年度　JD291,500（計画）
2000年度　JD300,245（計画）
2001年度　JD309,253（計画）

・国家開発計画の策定
状況を聴取するとと
もに、本プロジェク
トに関する同省の意
向を確認する。

・左記につき再確認
し、Ｒ／Ｄ及びミ
ニッツに記載する。

・左記につき再確認
し、Ｒ／Ｄ及びミ
ニッツに記載する。

・左記を再確認する。

・左記現状を確認し、
ミニッツに記載す
る。

・左記現状を再確認
し、ミニッツに記載
する。

・1999年度予算（1999
年1 月～1 9 9 9 年1 2
月）の執行状況及び
2000年度予算案の検
討状況について確認
のうえ、ミニッツに
記載する。

・左記機関を訪問し、
国家開発計画が策定
の最終段階にきてお
り、1999年の年末に
は実施される予定で
ある旨聴取した。

　また、同省の意向と
して当プロジェクト
を持続可能なものに
してほしいとの意向
を確認した。

・左記につき再確認
し、Ｒ／Ｄ及びミ
ニッツに記載した。

・左記につき再確認
し、Ｒ／Ｄ及びミ
ニッツに記載した。

・左記を再確認した。

・左記現状に変更のな
いことを確認し、ミ
ニッツに記載した。

・左記現状を再確認
し、ミニッツに添付
した。

・1999年度予算（1999
年1月～1999年12月）
については、全額執
行の予定で進捗して
いる。一方、2000年
度予算は、現在検討
中である。
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調査項目 過去２回の調査結果、現状及び問題点 対処方針 調査結果

ｆ）活動状況

４）プロジェクトの
　責任者
ａ）総括責任者

ｂ）実施責任者

(４）協力期間及び協
　力時期
１）協力期間

２）開始時期

(５）投入計画
１）日本側投入
ａ）専門家派遣

・主に政府機関を対象に以下の活動
を実施。

１　技術支援・研究
２　ハードウェア及びソフトウェア
の開発

３　研修コースの実施

・ＲＳＳ総裁

・ＣＴＴＩＳＣ所長

・協力期間を、３年とすることで合
意している。

・プロジェクトの開始時期として、
1999年度第３四半期とすることで
合意している。

・暫定実施計画（ＴＳＩ）及び初年
度暫定実施計画（ＡＴＳＩ）を作
成し、ミニッツに添付した。

１　長期専門家
（１）チーフアドバイザー    １名
（２）業務調整員            １名
（３）Ｃ／Ｓシステム        １名

２　短期専門家
・1999年度は０名、2000年度は各分
野1人とした場合６名を派遣予定。

・左記現状及び各活動
の実績を確認し、ミ
ニッツに記載する。

・左記につき再確認
し、Ｒ／Ｄ及びミ
ニッツに記載する。

・左記につき再確認
し、Ｒ／Ｄ及びミ
ニッツに記載する。

・左記に変更のないこ
とを再確認し、Ｒ／Ｄ
に記載する。

・機材の納入時期を勘
案のうえ、協力開始
時期を1999年12月1
日とすることを説明
し、理解を得、Ｒ／Ｄ
に記載する。

・要すれば左記を見直
し、協議のうえ、ミ
ニッツに添付する。

・左記を再確認し、
Ｒ／Ｄに記載する。

・左記専門家にかかる
Ａ１フォーム（アド
バンスコピー）を入
手する。

・要すれば左記専門家
の派遣スケジュール
を見直し、ＡＴＳＩ
を作成し、ミニッツ
に添付する。

・左記現状及び各活動
の実績については、
現在まで約60の官民
両セクターの機関が
当センターからの技
術サービスを受けて
おり、10の管理シス
テムを開発している
ことを聴取した。

　なお、研修コースに
ついては、システム
エンジニアのコースの
参加者は、199 3年～
1999年の７年間で合
計が2 0 4 名、短期の
コースの参加者は、
1992年～1999年の８
年間で合計が1,484名
等の実績があること
を聴取した。

・左記につき再確認
し、Ｒ／Ｄ及びミ
ニッツに記載した。

・左記につき再確認
し、Ｒ／Ｄ及びミ
ニッツに記載した。

・左記に変更のないこ
とを再確認し、Ｒ／Ｄ
及びミニッツに記載
した。

・機材の納入時期を勘
案のうえ、協力開始
時期を1999年12月１
日とすることを説明
し、理解を得、Ｒ／Ｄ
及びミニッツに記載
した。

・左記を見直し、協議
のうえ、ミニッツに
添付した。

・左記を再確認し、
Ｒ／Ｄ及びミニッツ
に記載した。

・左記専門家にかかる
Ａ１フォーム（アド
バンスコピー）を入
手した。

・左記専門家の派遣ス
ケジュールを見直
し、ＡＴＳＩを修正
し、ミニッツに添付
した。
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調査項目 過去２回の調査結果、現状及び問題点 対処方針 調査結果

ｂ）研修員受け
　入れ

１　予算の制約もあり、すべての
Ｃ／Ｐに研修の機会を与えるのは
不可能であることを説明し理解を
得、フェーズⅠで既に研修員とし
て受け入れているＣ／Ｐが多いこ
とにもかんがみ、０～２名／年
（予算の範囲内）とすることを合
意している。

２　通常情報処理分野のＣ／Ｐ研修
は沖縄国際センター（ＯＩＣ）に
て受け入れているが、本プロジェ
クトに対しては、ＯＩＣでの研修
は、研修期間が長すぎるため、国
際情報化協力センター（ＣＩＣＣ）
にて受け入れることも選択肢の一
つである旨説明し、先方の理解を
得た。

３　プロジェクト運営管理に携わる
２名のＣ／Ｐをプロジェクト開始
前に視察型の研修に２週間程度受
け入れる予定であり、当方として
は、プロジェクトマネージャーの
Dr. Saqerとアシスタントプロジェ
クマネージャーMr. Samirの受け入
を示唆したところ、プロジェクト
マネージャーのSaqer氏は多忙のた
め、研修には参加できないとし
て、その代わりに、ＲＳＳ副総裁
のDr. Safeddin Muaz氏を推薦し
たいとの要請を受けている。

・左記現状を再度確認
し、ミニッツに記載
する。

・左記を再確認すると
ともに、研修時期、
内容、期間について
協議し、その結果を
ミニッツに記載す
る。

・Dr. Saqerの本プロ
ジェクト責任者とし
ての今回受入の重要
性を再度説明のう
え、訪日可否を確認
する。可能であれば
Mr. Samirと研修受
入時期、内容を協議
のうえ、その結果を
ミニッツに記載す
る。

・ＲＳＳ副総裁につい
てはプロジェクト運
営への直接的なかか
わりがない場合は研
修受入を検討しな
い。

・左記現状を再度確認
し、ミニッツに記載
した。

・左記を再確認すると
ともに、研修時期に
ついては、2000年10
月～1 2月の間の予定
としてＡＴＳＩに記
載し、内容、期間に
ついてはプロジェク
ト開始後に、別途検
討することとした。

・Dr. Saqerの本プロ
ジェクト責任者とし
ての今回受入れの重
要性を再度説明のう
え、訪日の可否につ
いて確認したとこ
ろ、ＲＳＳの副総裁
のDr. Safeddin Muaz
氏を推薦したいとの
要請があった。

・Dr. Saqerによれば、
ＲＳＳ副総裁の、本
プロジェクト運営と
のかかわりは以下の
とおりであり、プロ
ジェクトの円滑な推
進上同人の受け入れ
が必要不可欠である
との意見を勘案し、
ＲＳＳの副総裁を本
プロジェクト研修員
として受け入れるこ
とが妥当であると判
断した。

１　プロジェクトダイ
レクターのＲＳＳ総
裁の業務を代行して
いる。

２　副総裁は、ＲＳＳ
におけるプロジェク
トコミッティーの議
長である。

３　現ＲＳＳ総裁は、
コンピュータ訓練研
究センタープロジェ
クト（1990年～1994
年）の際、副総裁の
立場で日本で研修を
受けており、このこ
とは、フェーズⅠプ
ロジェクトの円滑な
運営に寄与した。
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調査項目 過去２回の調査結果、現状及び問題点 対処方針 調査結果

ｂ）研修員受け
　入れ（続き）

ｃ）機材供与

４　本邦研修に派遣されるＣ／Ｐの
離職防止策として，本邦研修に派
遣されるＣ／Ｐに対する適切な離
職防止策をとるとの説明があり，
具体的には研修後２年間は転職し
ないという契約をＣＴＴＩＳＣと
の間で結ぶことを了承するＣ／Ｐ
のみを研修候補者とする方針であ
ることを聴取した。

１　機材の仕様
　機材の仕様案を作成し、ジョル
ダン側に送付した。

２　機材供与リスト
　技術移転に必要な機材につい
て、ジョルダン側と協議し、機材
リストを作成した。

３　調達方法
　プロジェクトの終了後の自立発
展のために、メンテナンス体制、
部品の購入、バージョンアップ等
を考慮に入れ、すべての機材（総
額約１億円）を現地調達すること
としている。

・運営管理の研修参加
予定者について、
Ａ２Ａ３のアドバン
スコピーを取り付け
る。

・左記を再確認し、要
すれば、その結果を
ミニッツに記載す
る。

・左記を協議確認し、
ミニッツに記載す
る。

・左記を再確認し、そ
の結果をミニッツに
記載する。

・左記供与機材にかか
るＡ４フォーム（ア
ドバンスコピー）を
入手する。

・左記を再確認し、要
すれば、ミニッツに
記載する。

４　副総裁は、C i v i l
Engineeringで博士号
を取得しており、技
術分野に明るい。

・副総裁及びMr. Samir
両人の視察予定場所
及び受入時期（199 9
年1 0月予定）につい
て協議し、その結果
をミニッツに記載す
るとともに、Ａ２Ａ
３のアドバンスコ
ピーを取り付けた。

・左記を再確認した。

・左記を協議確認し、
ミニッツに記載し
た。

・左記を再確認したと
ころ、ジョルダン側
からUNIXサーバーの
付属品であるInter-
nal HDを６個から12
個にしたいとの要望
があった。実践的な
技術の習得及び研修
コースの提供を行う
うえでデータベース
の容量の増加が必要
であると判断し、
ジョルダン側の要求
に対して合意した。

・左記供与機材にかか
るＡ４フォーム（ア
ドバンスコピー）を
入手した。

・左記を再確認した。
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調査項目 過去２回の調査結果、現状及び問題点 対処方針 調査結果

ｃ）機材供与
　（続き）

２）ジョルダン側投
　入
ａ）組織

ｂ）Ｃ／Ｐ及び
その他の人員の
配置

４　調達回数及びアップグレード
　プロジェクトの協力期間が３年
と短期間となったこと、及び研修
コースを実施するには、必ずしも
最新の機材を必要としないことを
踏まえ、原則として機材供与につ
いては初年度に一括供与するこ
と、プロジェクト期間中のハード
ウェア及びソフトウェアの更新は
本プロジェクトの技術移転内容に
関する限りは必要ないと想定され
ること、ジョルダン側が更新が必
要と判断する場合は、ジョルダン
側で対応することを確認してい
る。

（参考）
　機材計画調査員（コンサルタン
ト）の業務内容
　1999年12月の協力期間開始にあわ
せた円滑な機材調達業務を補助する
ために、機材計画調査員を実施協議
調査団と同時期に派遣する。

　機材計画調査員への委託事項は以
下の通り。
１　機材の仕様確認
２　現地調達の可能性調査
３　現地調達申請書（案）
４　予定価格の積算補助
５　契約条件（案）
６　契約締結準備業務

・プロジェクトのジョルダン側体制
（案）を確認した。

１　Ｃ／Ｐ
プロジェクトマネージャー   １名
アシスタントプロジェクト
マネージャー　             １名
シニア技術Ｃ／Ｐ   　　　  ４名
ジュニア技術Ｃ／Ｐ 　　　　11名

２　配置計画
　技術移転分野ごとの配置計画を
作成した。

３　技術レベル
　所長及び4人の部長を除く12人の
Ｃ／Ｐへのインタビューを実施し
写真及び技術レベルの一覧表を作
成した。この結果、５段階評価で
いえば平均３～3.5程度と考えられ
るレベルの高いＣ／Ｐが配置され
る予定であることが確認された。

・左記に変更のないこ
とを確認し、ミニッ
ツに記載する。

・左記を再確認し、ミ
ニッツに記載する。

・左記を再確認し、ミ
ニッツに記載する。

・左記を再確認し、ミ
ニッツに記載する。

・技術移転の期間、時
間帯、内容を、Ｃ／Ｐ
技術レベル及びルー
ティンワーク並びに
技術移転に配分し得
る時間の現状を踏ま
え協議し、その結果
をミニッツに記載す
る。

・左記に変更のないこ
とを確認し、ミニッ
ツに記載した。

（参考）
・機材計画調査員（コ
ンサルタント）の業
務

・1999年12月の協力期
間開始にあわせた円
滑な機材調達業務を
補助するために、機
材計画調査員を実施
協議調査団と同時期
に派遣し、以下の事
項についての調査を
実施した。

１　機材の仕様確認
２　現地調達の可能性
調査

３　現地調達申請書
（案）

４　予定価格の積算補
助

５　契約条件（案）
６　契約締結準備業務

・左記を再確認し、ミ
ニッツに記載した。

・左記を再確認し、ミ
ニッツに添付した。

・左記を再確認し、ミ
ニッツに添付した。

・C/S Operating Sys-
temの技術移転は、全
Ｃ／Ｐを対象とする
ため、Ｃ／Ｐのアベ
ラビリティーを勘案
し午前中をQ&A対応に
14:00～17:00を技術
移転に割り当てるこ
ととした。
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調査項目 過去２回の調査結果、現状及び問題点 対処方針 調査結果

ｂ）Ｃ／Ｐ及び
その他の人員の
配置（続き）

ｃ）予算措置

ｄ）施設・設備

４　管理スタッフ及びサポーティン
グスタッフ

　Administrative Assistant １名
　Secretary                １名
　Typist                   １名

１　建屋改修経費、機材のメンテナ
ンス経費、ソフトウェアのバー
ジョンアップ経費及び通信費（国
際通話を除く）を含むローカル
コースﾄはジョルダン側が負担する
ことを確認した。

２　３年間のプロジェクトの予算案
をＪＩＣＡジョルダン事務所を通
じ入手した。（別添資料６）

１　機材供与計画を基に機材レイア
ウト（案）を作成した。

　また、必要な電源及び空調に係る
工事についてはプロジェクト開始
までにジョルダン側の責任で行う
ことを確認した。

２　研修用の教室を２部屋、Ｃ／Ｐ
トレーニング・会議用の部屋を1部
屋、専門家執務室を２部屋（チー
フアドバイザー用、専門家・調整
員用)、Ｃ／Ｐのいる部屋に専門家
用として机２脚、その他必要な設
備・機器をジョルダン側が準備す
ることとした。

・左記に変更がないか
再確認し、その結果
をミニッツに記載す
る。

・左記に変更がないか
確認し、その結果を
ミニッツに記載す
る。

・2000年のトレーニン
グセンターリノベー
ションの予算措置が
なされていない理由
を聴取し、要すれ
ば、その結果をミ
ニッツに記載する。

・予算項目別の、使用
可能な内容を確認
し、要すればその結
果をミニッツに記載
する。

・プロジェクト開始後
の予算執行の手続き
を聴取し、要すれば
その結果をミニッツ
に記載する。

・左記工事の実施時
期、スケジュール及
び内容について確認
し、Ｒ／Ｄ署名後協
力開始までに、進捗
報告を日本側に提出
するよう申し入れ、
その結果をミニッツ
に記載する。

・左記に変更がないか
確認するとともに、
現在他の目的に使用
されている部屋につ
いて、使用可能時期
について確認し、そ
の結果をミニッツに
記載する。

・その他の技術移転分
野については、09:00～
11:00をQ&A対応に、
11:00～17:00を技術
移転に割り当てるこ
とで合意した。

・左記に変更がないこ
とを再確認し、その
結果をミニッツに記
載した。

・左記に変更がないこ
とを再確認し、その
結果をミニッツに記
載した。

・ＣＴＴＩＳＣの改修
工事は、1999年の予
算で対応する予定で
あることを確認し、
1999年に執行できな
かった場合には繰越
予算として使用可能
である旨を聴取し
た。

・予算項目別の、使用
可能な内容を聴取し
た。

・プロジェクト開始後
の予算執行の手続き
について聴取したと
ころ、プロジェクト
マネージャーのD r .
Saqerもしくはアシス
タントプロジェクト
マネージャーのM r .
Samirを通してすべて
の予算支出をする
旨、説明があった。

・左記工事について
は、2000年1月末日の
機材の予定納期にあ
わせ、空調の取り替
え、ペンキの塗り替
え、必要に応じ電源
工事を実施すること
で合意した。

・左記に変更がないこ
とを確認するととも
に、現在他の目的に
使用されている部屋
について、使用可能
時期、改修内容につ
いて確認し、その結
果をミニッツに添付
した。
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調査項目 過去２回の調査結果、現状及び問題点 対処方針 調査結果

ｅ）機材供与

（６）計画管理諸表

４　プロジェクト運営
管理諸表

(１）共通フォーマット

(２）モニタリング・
　評価計画書及び評価

・機材供与計画を基にジョルダン側
が準備する機材について、ミニッ
ツに添付した。

・以下の計画管理表（案）を作成
し、ミニッツに添付した。

１　プロジェクト・デザイン・マト
リックス（ＰＤＭ）

２　技術協力計画（ＴＣＰ）
３　活動計画（ＰＯ）
４　暫定実施計画（ＴＳＩ）
５　年次暫定実施計画（ＡＴＳＩ）

・プロジェクトの実施・モニタリン
グを円滑に実施するために、各種
様式を共通フォーマット化するこ
とを提案するとともに、特に以下
の様式について、ＣＴＴＩＳＣに
現存していない場合は、プロジェ
クト開始時期までに案を作成する
よう、また、作成する場合、可能
な限り表計算ソフトないしデータ
ベースソフトで作成するよう、
ジョルダン側に依頼し、理解を得
た。

１　Ｃ／Ｐ技術力モニタリングシート
２　国内外の関連機関リスト
３　研修コース受講者用アンケート
４　その他サービスの受益者用アン
ケート

５　プロジェクトで実施される各種
サービスの記録

６　同窓会リスト
７　（写真付きの）機材管理台帳
８　トレーニングコースレコード
９　開発された教材、マニュアル、
カリキュラム、テキストブックの
リスト

・左記に変更がないこ
とを確認し、ミニッ
ツに記載する。

・左記を見直し・作成
のうえ、ミニッツに
添付する。

・ＡＴＣＰ、ＡＰＯに
ついては、ＴＣＰ、
ＰＯを確定したうえ
で協議、作成し、ミ
ニッツに記載する。

・計画管理諸表の相関
関係を取りまとめ、
説明のうえミニッツ
に添付する。

・左記について、既存
様式及び実績データ
を確認のうえ、共通
様式について再度協
議

・作成し、結果を、ミ
ニッツに添付する。

・ＰＣＭ手法及び評価
５項目に基づく評価
及び終了時評価の時
期等について、概要
を改めて説明し、プ
ロジェクト開始後６
か月を目途にモニタ
リング

・評価計画書を作成・
確定させることを確
認し、ミニッツにそ
の旨を記載する。

・左記に変更がないこ
とを確認し、ミニッ
ツに記載する。

・左記を見直し・作成
のうえ、ミニッツに
添付した。

・ＡＴＣＰについて
は、ＴＣＰを確定し
たうえで協議、作成
し、ミニッツに記載
した。

・ＡＰＯについては、
管理表の内容の説明
はしたものの、時間
的制約により合意に
至らなかったので、
プロジェクト開始ま
でのフォローアップ
事項とすることとし
た。

・計画管理諸表の相関
関係を取りまとめ、
説明のうえミニッツ
に添付した。

・左記について、既存
様式及び実績データ
を確認のうえ、共通
様式について意見交
換した。

　なお、時間的制約に
より作成に至らな
かった共通フォー
マットについて、プ
ロジェクト開始まで
のフォローアップ事
項とすることとし、
その旨ミニッツに記
載した。

・左記について、説
明・確認し、ミニッ
ツにその旨を記載し
た。
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５　その他
(１）ＣＴＴＩＳＣに
　対するその他の協力
  １）ＪＩＣＡ

２）(財）国際情報
　化協力センター
　（ＣＩＣＣ）

(２）Ｒ／Ｄ

(３）合同調整委員会

(４）使用言語

(５）広報

・ＣＴＴＩＳＣに対して実施してい
る協力は以下のとおり。

・第三国研修
　システムエンジニア
(協力期間：1993年度～1998年度）
(延長協力期間：1998年度～2000年
度）

・研修員受け入れ
1987年から1998年累計35名受け入れ
1998年実績
Case ツールによるオブジェクト指
向システム開発コース      １名

・Ｒ／Ｄ案を作成し、事前に事務所
経由にてジョルダン側に提出済。

・合同調整委員会（ＪＣＣ）のメン
バーに、計画省、ＨＣＳＴ、ＮＩＣ
に加えて、産業界との連携を強化
することを目的として、ＪＣＳ及
び工業会議所の代表を含めること
を合意している。

・原則として、技術移転は英語で実
施することを確認した。

１　実施協議の際の記者発表やリー
フレットの発行をはじめプロジェ
クトの広報の重要性について説明
し、ジョルダン側の理解を得た。

２　また、プロジェクトを含め
　ＣＴＴＩＳＣの広報はＲＳＳのFi-
nancial Audit & Information De-
partment が担当することを確認し
た。

・左記に対する評価を
再確認し、メインフ
レームの研修コース
及び第三国研修の今
後の計画について聴
取し、要すればミ
ニッツに記載する。

・左記に対する評価を
再確認する。

・Ｒ／Ｄ案について、
ジョルダン側と協議
し、同意を得、署
名・交換する。

・左記に関し再確認
し、Ｒ／Ｄ及びミ
ニッツに添付する。

・左記に関し再確認
し、要すればミニッ
ツに記載する。

・左記に関する重要性
を再度説明し、要す
れば、その結果をミ
ニッツに記載する。

・左記Departmentが実
施している年間の広
報の時期、回数、内
容について聴取し、
要すればミニッツに
記載する。

・左記第三国研修に対
する高い評価を再確
認した。また、第三
国研修の今後の計画
については、Ｃ／Ｓ
分野の内容を付加し
研修内容をより実践
的かつ高度なものに
する要望があること
を聴取した。

・左記研修がＣ／Ｐの
技術力向上に寄与し
ていることを再確認
した。

・Ｒ／Ｄ案について、
ジョルダン側と協議
し、同意を得、署
名・交換した。

・左記に関し再確認
し、Ｒ／Ｄ及びミ
ニッツに添付した。

・左記に関し再確認
し、ミニッツに記載
した。なお、研修
コースについても英
語で実施しているこ
とを聴取した。

・左記に関する重要性
を再度説明し、その
結果をミニッツに記
載した。

・左記Departmentが実
施している年間の広
報の時期、回数、内
容について以下のと
おり聴取した。

１　アニュアルレポー
ト（年１回）

２　パンフレット（年
１回）

３　ニュースレター
（月１回）

４　卒業式（年１回）
　なお、今次実施協議
調査団のＲ／Ｄ署名式
の模様は、当国の代表
的なアラビア語紙に、
署名式の翌日写真入り
で、本プロジェクト実
施の経緯及びプロジェ
クトの概要について報
道された。

調査項目 過去２回の調査結果、現状及び問題点 対処方針 調査結果
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第４章　調査団所見第４章　調査団所見第４章　調査団所見第４章　調査団所見第４章　調査団所見

(１) 現在、ジョルダンで実施中のプロジェクト方式技術協力は、｢家族計画・ＷＩＤ」及び

「職業訓練技術学院」の２案件であり、当プロジェクトは３件目のプロジェクトにあた

る。これまでに終了したプロ技案件は、３案件で「電子工学サービスセンター｣、｢電力

訓練センター」及び「コンピューター訓練研究センター」であり、すべて第三国研修に

つながっており、現在でも活発に活動を展開している。

(２) 経済社会開発５か年計画（1999年～2003年）については、承認の最終段階まできてお

り、1999年末から計画が実施される予定である。その計画の中で、情報科学の振興が最

重要施策の一つとしてあげられていることを確認した。また、将来的に当国に中東のシ

リコンバレーをつくる構想もある。当プロジェクトは、同計画の期間中における情報科

学の振興に大きく寄与することが、期待されている。

(３) 本プロジェクトの関係する王立科学院（Royal Scientific Society：ＲＳＳ）は、

王法により設立された、独立行政法人であり、ドクター61名、マスター88名を含んだ636

名の職員を有し、ジョルダンにおける科学技術の調査・開発の中核的指導機関である。

一方、本プロジェクトの実施機関であるコンピュータ技術・訓練・産業研究センター

（Computer Technology, Training and Industrial Studies Centre：ＣＴＴＩＳＣ）

は、ＲＳＳに所属する重要な機関であり、ドクター３名、マスター18名を含んだ101名の

職員を有し、コンピュータに関する研究・開発、技術・情報提供、コンピュータ訓練コー

ス及び産業研究を実施している情報科学の中核的指導機関である。

(４) ＣＴＴＩＳＣは、当該分野の優秀なＣ／Ｐを有し、コンピュータ訓練研究センタープロ

ジェクト（フェーズⅠ　1990年～1994年）を実施し成功裏に終了した。現在も第三国研修

及び長期短期の研修コースを実施していること、本プロジェクトの実施に関する今次協議

においても非常に協力的かつ意欲的であったこと等を勘案すると、ＣＴＴＩＳＣは、技術

移転の吸収能力が高いことが予想される。

　本プロジェクトは、３年間という短い協力期間である。したがって、専門家派遣、研

修員の受入れ及び機材供与について、日本側の適時的確かつ効率的な支援が求められて

いる。
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(５) 今次調査においては、1999年12月の協力開始にあわせた円滑な機材調達を実現するた

めに、機材計画調査員を同時期に派遣し、現地調達補助業務を実施した。本プロジェク

トは、協力の初年度に、すべての機材を一括現地調達する計画であり、機材実施協議、

機材現地調達申請、機材現地調達承認、見積作成依頼、見積評価等、機材発注までの一

連の現地調達手続きをできる限り円滑に進めることが、必要不可欠である。

(６) 全体的に見て短期間で効率的に調査を実施することができたが、年次活動計画（Annual

Plan of Operations：ＡＰＯ）及び共通フォーマットについては、時間的な制約もあ

り、十分協議することができなかった。これらは、プロジェクトの開始までのフォロー

アップ事項とすることとしたので、可及的速やかに、処理することとしたい。

(７) 最後に、今次調査に至るまでの、基礎調査団、事前調査団及び短期調査員の派遣等に

よる調査結果の積み重ねにより、短期間の調査にもかかわらず、論点を絞り効率よく協

議を行うことが可能となった。

　さらに、本調査団のジョルダン滞在中、本部から貴重な助言とご指導をいただいた。

ここに、本プロジェクトの実施までにご支援をいただいた関係各位に対し本調査団一同

深く感謝する次第である。
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付　属　資　料付　属　資　料付　属　資　料付　属　資　料付　属　資　料

資料１　資料１　資料１　資料１　資料１　Record of DiscussionsRecord of DiscussionsRecord of DiscussionsRecord of DiscussionsRecord of Discussions（Ｒ／Ｄ）（Ｒ／Ｄ）（Ｒ／Ｄ）（Ｒ／Ｄ）（Ｒ／Ｄ）

資料２　資料２　資料２　資料２　資料２　Minutes of DiscussionsMinutes of DiscussionsMinutes of DiscussionsMinutes of DiscussionsMinutes of Discussions（Ｍ／Ｄ）（Ｍ／Ｄ）（Ｍ／Ｄ）（Ｍ／Ｄ）（Ｍ／Ｄ）
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